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【ABSTRACT】Practice teaching involves many risks.  It is so important for the school to keep in close 
contact with acceptance organizations of the practice and to manage the practice appropriately.  For that 
purpose, it is indispensable that the two parties conclude the “Practice Contract”. However, legal meaning 
and legal relations of the parties in this contract are not definite.  This report will try to examine these 
problems.   
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【要旨】福祉専門職養成に不可欠の要素である実習教育の実施には、その性質上、多くのリスクが伴う。実習教育の目的達成のた
めには、養成校と実習先との協働・連携と、それに基づく適切なマネジメントが重要となる。そのためにも、両者の間で実習に関す
る合意事項を内容とする「実習契約」を締結しておくことが不可欠であるが、この契約の法的意義や当事者の具体的な法律関係・責
任関係は必ずしも明確ではない。本報告は、この点についての整理と検討を試みるものである。いわゆる実習契約は、準委任契約と
位置づけられ、契約当事者はそれに基づく法的責任を負うことになる。そのうえで、リスク発生時の損害については、不法行為また
は債務不履行の問題として処理されることになる。このような実習における法律関係の中では、養成校の果たす責任と役割は特に大
きなものがある。今後さらにこのような検討を通じて、より確実な実習マネジメント体制が確立されていく必要がある。 
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１ 本報告の問題意識および目的 
 社会福祉専門職の養成にあたって、実習教育は不可欠の要素であるが、通常の学内教育と異なり、現場で多数
の当事者（養成校、実習生、実習先施設・機関、当該施設・機関の利用者等）が関わることになるという性質上、
その実施にあたっては多くのリスクが伴うのも事実である。そのようなリスクへの備え（実習リスクマネジメン
ト）は、実習教育実施にあたっての重要な課題の一つであるといえる。 
 実習教育の目的達成のためには、養成校が実習先施設・機関（以下「実習先」という）との協働関係を形成し、
両者の適切な連携のもとに実習展開の管理、運営を行っていく必要があり、実習リスクマネジメントも、その一
環として位置づけられる必要がある。そして、このようなマネジメントを確実なものとするため、養成校と実習
先との間で実習実施に関わる諸条件について合意形成を行い、当該合意事項を内容とする「実習契約」を締結し
ておくことが不可欠となる。これにより、当事者の責任関係や役割が明確となり、適切なマネジメントを通じて
実習の質を担保することが期待される。 
 このような観点から、社会福祉士養成校協会（社養協）等からも、実習契約のモデル様式が提示されている。
だが、社養協におけるモデル様式の内容の検討過程をみると、実習契約は「法的な権限を伴わず、実習教育展開
上、相互に守るべき『約束ごと』という程度の意味である」（社養協 2008，99）との位置づけがなされており、
その法的意義や、当事者の具体的な法律関係・責任関係などは必ずしも明確にされていない。契約締結およびそ
れに基づくマネジメントという観点からは、もう少し踏み込んでこれらの点を明らかにしておく必要があると思
われる。本報告は、このような問題意識から、実習における当事者の法律関係について整理を試みるとともに、
そのことの意義について若干の考察を行うものである。 
２ 実習における当事者の法律関係 
（1）基本的枠組み 
実習に関わる当事者は、養成校、実習生、実習先、実習先の利用者の四者が基本となる。このうち、実習実施
における法律関係という点で中心となるのは、養成校と実習先との間で締結される「契約」に基づく関係である。
この契約は、本来養成校が行うべき教育内容の一部を実習先に委託することを主たる目的としており、その意味
で一種の準委任契約（民法 656 条）1と位置づけるのが妥当であろう。受任者たる実習先は、実習指導という債
務に加え、実習実施にあたっての善管注意義務（同 644条）を負うことになる。他方、委任者たる養成校も、実
習先で適切な実習が行えるよう、事前に実習生に適切な指導を行う等の義務を負うものと解すべきであろう。 
（2）リスク発生時の法的対応 
実習実施にあたっては、各当事者に多様なリスクが想定されうるが、特に懸念されるのは、実習生が実習先や
その利用者に対し何らかの損害を及ぼしてしまうケースであろう。 
この場合、第一義的には実習生が実習先や利用者に対し不法行為責任（民法 709条）とそれに基づく損害賠償
責任を負うことになる。ただしこの場合、実際には実習生の負担能力が低い場合が大半であると考えられること、
事前に実習生に対し適切な指導を行っておくべき義務を養成校が負っていること2等を考えあわせると、実際の賠
償責任は多くの場合養成校が負わざるを得ないことになろう。その意味で、実習の当事者関係において、養成校
の果たす役割と責任は、特に大きなものがあるといえる。 
このほか、上記とは逆に実習生が実習先やその利用者から損害を被るケースも想定されうる。実習先による損
害については、実習先の債務不履行もしくは不法行為（もしくはその両方）として処理されることになろう。実
習先の利用者から実習生が被った損害についても、第一義的には利用者の不法行為となろうが、実習先の安全管
理やリスクマネジメントのあり方が問題となりうるケースや、利用者の判断能力が問題となるケース（認知症高
齢者や重度の知的障害者等）も考えられる。 
３ 法律関係についての検討を行う意義 
 以上、ごく簡単にではあるが、実習をめぐる当事者の法律関係についての検討を行った。 
 このような検討を試みたのは、実習における当事者の関係は、契約をはじめとする法的枠組みによって基礎づ
けられるものであること、その際のいわゆる「実習契約」は、単なる「約束ごと」の域にとどまるものではなく、
明確な法的位置づけを有するものであること、各当事者は、当該契約に基づいて、それぞれの立場に応じた法的
責任や役割を負うこと、以上のような点を明確にせんがためであった。ただしこれは、実習教育の実践や、それ
に関わる当事者をいたずらに法的権利義務関係によって拘束しようとするものではない。それよりも、各当事者
が置かれている立場や役割、責任などを明確にし、それぞれに生じうるリスクについて事前に的確に認識するこ
とによって、実習教育におけるより確実なマネジメント体制が確立されることに寄与しうることを企図したもの
である。それにより、各当事者の適切な協働、連携が可能となり、実習生にとって文字どおり「実」のある実習
教育を行うことが可能となると考える。 
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1 当事者の一方（委任者）が、相手方（受任者）に法律行為をすることを委託するのが委託契約である（民法643条）。これに対し、
法律行為以外の事務を委託する契約を準委任契約といっているが、準委任契約には委任契約の規定が準用されることとされており（同
656条）、準委任も委任に変わりはない。準委任契約の典型的なものとしては、医師への診療依頼、介護サービスの提供、幼児の監護
保育の依頼などが考えられる。 
2 ただし、必要な事前指導を受けていることを前提に、実習生が実習に際してどの程度の注意義務を負うかによって、養成校の負う
べき責任の度合いや、実習先の責任のあり方も変わってくるものと思われる。この点については今後さらに検討が必要である。 
